
１．はじめに

　腰壁・たれ壁付RC柱の曲げ耐力やせん断耐力につ

いては評価方法が提案されているが,降伏変形や靭

性率の評価についてはほとんど検討されていない。

　荒川ら1)は,壁の接合位置や壁厚およびせん断補

強筋を主変数にして腰壁・たれ壁付RC柱の系統的

な実験を行っている。

　本論文では荒川らの試験体に対して,開口内法柱

の追加実験を行い,曲げ降伏する腰壁・たれ壁付柱

の降伏変形と靭性率と,それらの評価方法について

検討した結果を述べる。

２．検討方針

２．１ 腰壁・たれ壁付柱の変形成分

　腰壁・たれ壁付柱の水平変形は，図－１(a)に示す

ように開口内法区間で生じる水平変形成分δ0(以後,

開口内法区間の変形)と,上下の腰壁・たれ壁と接

する範囲で柱に生じる変形や曲率による水平変形成

分2･δw(以後,壁による変形)に分離される。ここ

では降伏時と限界変形時の各変形成分とその評価方

法について検討する。腰壁とたれ壁の寸法・配筋は

同じで片側の壁による変形をδwとする。

　腰壁・たれ壁付柱の水平せん断力－変形関係は前

述したように荒川らの実験のものとする。開口内法

区間の水平せん断力－変形関係が明らかであれば,

図－１(b)に示すように同じせん断力Qiの時の両者

の変形の差が,壁による変形2･δwとなる。

　ここでは,開口内法区間の水平せん断力－変形関

係を開口内法柱の追加実験により把握し,荒川らの

腰壁・たれ壁付柱試験体の変形を,開口内法区間の

変形と壁による変形に分離して検討する。

２．２ 検討する評価方法

(a)開口内法区間の変形δ0

　開口内法区間の降伏変形や靭性率の評価には,既

往の評価方法を用いるが,それらは図－２(a)に示す

ように柱の上下端がスタブ(断面が大きい梁)に支持さ

れた状況を前提に構築されている。図－２(b)に示す

ように開口内法区間の上下を腰壁・たれ壁で支持さ

れる場合は,それらの既往の評価方法を修正する必要

がある。特に靭性率は曲げ耐力に対するせん断耐力
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の比すなわちせん断余裕度の影響を大きく受ける。

腰壁・たれ壁付柱のせん断耐力はその開口内法長さ

を柱長さとする柱(以後,開口内法柱)のせん断耐力

より低下することが明らかになっている。著者ら2),3)

はその低下率の評価式を提案している。その低下率

を用いたせん断余裕度で靭性率をどの程度,推定でき

るかを検証する。ここでは荒川らの試験体の開口内

法柱のせん断耐力も追加実験により推定する。

(b)壁による変形2･δw

　著者4)はRC/SRC骨組の袖壁付梁や腰壁・たれ壁

付柱を対象にして,曲げ降伏耐力と降伏変形の評価

方法を提案している。その方法で壁による変形をど

の程度,評価できるかを検証する。

３．荒川らの実験

３．１ 実験概要

　図－３に試験体の形状と寸法を示す。せん断補強

筋量を2種類設定して,曲げ降伏型(F)とせん断破壊

型 (S)を計画している。試験体はそれぞれ7体で,計

14体である。主変数は壁の接合位置と壁厚である。柱

の軸力は,軸応力度が2.45N/mm2で一定である。柱

に逆対称モーメントが生じる繰り返しの水平加力を

行っている。表－１に使用材料の力学的特性を示す。

　図－４に水平せん断力－変形関係の包絡線を示す。

曲げ降伏型(F)は曲げ降伏した。せん断破壊型(S)は

一旦，曲げ降伏した後にせん断破壊した。そのせん

断破壊に移行する限界変形には壁の接合位置や壁厚

による違いが生じた。

３．２ 限界変形を決定した破壊要因

　曲げ降伏型 (F)では最大耐力以降に緩やかな耐力

低下が生じている。これは柱にせん断破壊が生じな

いで壁の圧縮破壊が進展していたことから,その進

展に伴って柱が長柱化したことによると判断した。

ただし,その圧縮破壊の範囲は壁の接合位置や壁厚

により異なっていた。

　一方,せん断破壊型(S)では最大耐力以降で急激な

耐力低下が生じている。これは曲げ降伏型(F)の試験

体と異なって柱のせん断破壊による。ただし,C4S試

験体では最大耐力後,壁の圧縮破壊が進展して耐力

低下が生じ,その後に最終的にせん断破壊していた。

h/D=6.0,h0/D=3.4,pt=0.61%
σ0=N/bD=2.45N/mm

2,ps=0.30%

図－３　試験体の形状と寸法

図－４　水平せん断力－変形関係

(a)曲げ降伏型（Ｆ）

(b)せん断破壊型（Ｓ）

表－１ 使用材料の力学的特性（応力単位:N/mm2）

EC：コンクリートのヤング係数，CσB：圧縮強度，CεB：圧縮強度時のひずみ度
ES：鉄筋のヤング係数，Sσy：降伏強度,SσB：引張強度
鉄筋は, 断面積が実測値で表記されていたので公称値で再計算したものとする

　以上のことから限界変形を決定づける要因は,曲

げ降伏型(F)とC4Sの試験体では壁の圧縮破壊の進展

であり,C4Sを除くせん断破壊型 (S)の試験体では,

せん断破壊である。後者の試験体の限界変形が柱の

せん断余裕度の影響を受けることになる。

４．開口内法柱の水平加力実験

４．１ 実験概要

　図－５に試験体の形状と寸法を示す。柱の上下に

○は各試験体の
柱引張主筋が引
張降伏した点を
示している。
●は各試験体の
限界変形を示し
ている。
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図－７　水平せん断力－変形関係

FO1 FO2

SO2SO1

図－６ 加力装置及び測定状況

図－５　試験体の形状と寸法

スタブを設けている。柱長さは荒川らの試験体の開

口内法長さとしている。試験体は開口内法区間の水

平せん断力－変形関係を把握する目的の FOタイ

プと,せん断耐力を把握する目的のSOタイプの2種

類である。各タイプとも1体として実験を二回，試

みた。このためコンクリートの圧縮強度が2種類に

なっている。表－２に使用材料の力学的特性を示す。

試験体の全数は4体である。試験体の名称はタイプ

名の後に第一回目と第二回目を表す数字をつけて

いる。材料強度が表－１の荒川らのものと多少異なる。

　図－６に加力装置及び測定状況を示す。一定軸

力で柱に逆対称モーメントが生じる繰り返しの水

平加力を行った。変形の履歴は荒川らの試験体に

合わせた。ただし荒川らの試験体では腰壁・たれ壁

と接する範囲も含めた柱の全長で変形が生じるが,

本試験体では開口内法区間だけで変形が生じる。

４．２ 実験結果

はせん断破壊型(C8S)の試験体の包絡線も点線で示

している。表－３に各種実験値の一覧を示す。

(a)ＦＯタイプの試験体の特徴と実験結果

　FO1は柱主筋(D13)の降伏強度が,荒川の強度に較

べて小さかった｡計算によるFO1と荒川の試験体の曲

げ終局モーメントが等しくなるように,軸力を荒川ら

のものより大きくしている。しかし,コンクリート強度

が荒川らの強度に較べて多少大きいために,柱の軸力

比はほぼ同程度となった。引張鉄筋が降伏した後,せ

ん断力が6.7%増加して最大耐力に達した。24mmを目

指した正側最終サイクルの22mmでせん断破壊した。

Fc：圧縮強度，Py：降伏荷重，δy：降伏変形，Pmax：最大荷重，δmax：最大荷重時の変形,δu：Pyで定義される限界変形
Failure Mode:破壊形式，F:主筋の引張降伏による曲げ降伏，S:せん断破壊，BO:付着割裂破壊,FC:曲げ圧縮破壊による曲げ降伏

表－３ 各種実験値の一覧

表－２ 使用材料の力学的特性（応力単位:N/mm2）

EC：コンクリートのヤング係数，CσB：圧縮強度，CεB：圧縮強度時のひずみ度
ES：鉄筋のヤング係数，Sσy：降伏強度,SσB：引張強度

　図－７に各試験体の水平せん

断力－変形関係を示す。同図に

FC;曲げひび割れ
FSC;曲げせん断ひび割れ
Yt;鉄筋引張降伏
BC;付着割裂ひび割れ
SDC;対角せん断ひび割れ
C;圧縮破壊
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限界変形は前サイクルのピーク時の変形21mmとなる。

　FO1の最大耐力は荒川らの試験体のものより大き

くなっている。これは柱頭・柱脚の支持条件の違い

により柱の曲げ危険断面位置が変化したことによる。

FO1は最大せん断力がC8Sのものより大きくなり限

界変形を小さくさせた可能性がある。

　FO2は最大せん断力をC8Sの耐力に近づけるように

軸力を荒川らのものと同じとしている。曲げ降伏後，

付着割裂破壊して耐力低下が生じた。限界変形がFO1

より小さくなっているが,これはコンクリート強度が

小さかったことによる。曲げ降伏までの水平せん断力

－変形関係はFO1とFO2ともほぼ同じであった。

(b)ＳＯタイプの試験体の特徴と実験結果

　SOタイプは軸力を荒川らのものと同じとした。

せん断破壊させるためにSO1では柱主筋に高強度鉄

筋を使用して，SO2ではD19を使用した。

　SO1の最大耐力はC8Sのものより33%大きくなっ

たが,引張鉄筋が降伏することなく曲げ圧縮破壊し

て最大耐力が決定した。せん断耐力はその最大耐力

よりさらに大きいことになる。

　SO2は付着割裂破壊して最大耐力が決定した。コ

ンクリートの圧縮強度が小さいため,荒川らの試験

体の開口内法柱のせん断耐力を推定するためにはそ

の圧縮強度の補正が必要となる。

４．３ 開口内法柱のせん断耐力

　本実験の試験体と荒川らの試験体では,材料強度

と主筋量が異なる。荒川らの試験体の開口内法柱の

せん断耐力は,本実験の開口内法柱のせん断耐力の

実験値eQsuoに,それらの諸量の違いを補正したも

のとする必要がある。ここではつぎのようにした。

　既往のせん断耐力式で荒川らの開口内法柱のせん

断耐力を算出する。これを c1Qsuoとする。本実験

の開口内法柱のせん断耐力を算出する。これを

c2Qsuoとする。前述の諸量の違いにより c1Qsuoと

c2Qsuoには差が生じる。c2Qsuoに対する c1Qsuoの

比を補正比率λとする。このλを本実験の最大耐力

eQsuoに乗じて荒川らの開口内法柱のせん断耐力を

推定する。これをmeQsuoとし (1)式で表される。

　　　 eQsuomeQsuo ⋅=λ 　　　　　　　　　 (1)

　　　　ここに, Qsuoc/Qsuoc 21=λ

表－４ 補正したせん断耐力（耐力の単位:kN）

　せん断耐力式には荒川博士のmean式5)を用いた。

計算では試験体の寸法効果も考慮した。SO2では前

述したように，付着割裂破壊により最大耐力が決定

した。このため，柱の引張主筋を3-D19としてpt項

によりせん断耐力を補正するのは過剰である｡そこで，

SO2の最大荷重と曲げ耐力の計算値が等しくなるよ

うに柱の引張主筋量をat=622(mm2)として補正した。

　表－４に補正したせん断耐力を示す。SO1とSO2

ともせん断破壊していないので,せん断耐力は両試

験体の最大耐力139.7kNより大きくなり,少なくと

もそれ以上を見込む必要がある。ここでは135.9～

137.4kNを荒川らの開口内法柱のせん断耐力とした。

５．曲げ降伏時の変形

５．１ 壁による変形と評価

　2.1節で述べたように腰壁・たれ壁付柱と開口内

法柱の水平せん断力－変形関係から壁による変形

2δwを算出できる。図－８に水平荷重Qcと変形

成分2δwの関係を示す。破線で囲む初期の時点ま

ではほぼ弾性範囲で,それ以降ひび割れの発生に

伴って剛性が低下している。降伏時の壁による変形

は柱の全変形の 32～ 71%を占めていた。

　文献4)では降伏ヒンジ位置と降伏耐力を評価し,

柱の曲げモーメント分布を図－９のようにモデル

化して,曲率分布から降伏時の柱の変形を評価し

ている。詳細は文献 4)を参照されたい。今回，異

なる点は,上下のスタブ内で柱から延長される曲

げモーメントが零となる位置である。実架構では上

下の梁のせいの中央高さとするが,今回はスタブ

であるため,柱主筋のひずみ状況を基に柱せいＤ

の 1/2とした。曲率分布から 2δwが算出される。

図－８に計算による降伏時の耐力と変形の時点を

○で示し,原点からの降伏剛性を破線で示す。示し

た剛性は,最大と最小である。同評価方法は壁が中

心接合する場合だけを対象にしている。

　壁の接合位置による違いはあるが,計算値は降伏

変形を-44～+56%の誤差で推定している。

試験体 at(mm
2
) c2Qsuo eQsuo meQsuo

～ 0.95 ～ 131.3

～ 0.94 ～ 131.2

～ 0.98 ～ 137.4

SO2
110.5

0.93

0.97

107.5

～

108.7

λ・eQsuo

381SO1 114.3 138.1
0.94 129.9

c1Qsuo λ

135.9

137.4

～129.8

135.9

861

622
139.7

115.7

-202-



５．２ 開口内法区間の変

　　　形と評価

　4.2節の結果に基づい

て開口内法区間の水平せ

ん断力－変形関係は FO1

のものに従うものとする。
とし,それぞれに5.1節の文献4)による壁による変

形を加算したものである。計算3は診断基準による

もので,壁による変形を無視して開口内法区間の変

形だけとするものである。壁による変形を加算した

計算1,2の値が実験値にかなり近づいている。

６．開口内法区間の靭性率

６．１ 靭性率とせん断余裕度

 　図－13に開口内法区間の靭性率と,せん断余裕度の

関係を示す。示したデータは，せん断破壊によって限界

変形が決定して，せん断余裕度の影響を受けるせん断破

壊型(C4Sを除く)のものだけを示している。靭性率μ

は図－14に示すように定義した。図－10の開口内法区

間の水平せん断力－変形関係において降伏荷重で定義

される降伏変形δyと限界変形δuの比δ u/δ yと

した。降伏荷重は実験値eQyとした。せん断余裕度の

算出に用いる曲げ終局せん断力を実験値のeQyとし,

せん断耐力は4.3節のmeQsuoとした場合と,その

meQsuoに壁による低下率γsuを乗じたγsu・meQsuo

とした場合とした。低下率γsuは下記の式によった。

　a)中心接合の場合

　　 ( ) φcot/DB/B.susu ⋅−== 2
167111γγ   　 (2.1)

　b)偏心接合の場合

 　　 ( ){ }DKt/e./susu ⋅⋅+== κ80112γγ    　(2.2)

　c)中心接合と偏心接合の中間的な接合の場合

　　壁心位置に基づきγsu1とγsu2を線形補間。　

　　ここに，各記号は文献2)，文献3)を参照されたい。

図－８　Ｑc－２δw関係

(b)せん断破壊型(S)(a)曲げ降伏型(F)

図－９　柱の曲げモー
メント分布のモデル化

　図－10に腰壁・たれ壁付柱試験体の開口内法区間

の水平せん断力Qcと変形δ0の関係の例を示す。降

伏後の 2δwは,変化しないものとする。これは,

図－14で定義するように限界変形時のせん断力は降

伏時のせん断力に等しいものとしていることによる。

壁厚により,降伏荷重が異なるため,降伏変形も異

なることになる。

　他の試験体においても，偏心接合して壁厚が小さ

いものほど,降伏荷重と降伏変形が小さくなる傾向

があった。図－11に降伏荷重の計算値 cQyに対す

る実験値eQyの比を示す。計算は耐震診断基準によ

るものを○で,前述の塩屋の計算式によるものを●

で示している。図－12(a)に開口内法区間の降伏変

形の計算値cδy0に対する実験値eδy0の比を示す。

計算値を,耐震診断基準の曲げ降伏変形角の評価式

によるものを○,文献4)の計算によるものを●で示

している。後者は菅野博士の降伏剛性と文献4)の降

伏荷重を用いている。荷重,変形とも，計算値は,

耐震診断基準の値によるものよりも文献4)の値の方

がより実験値に近づいている。

５．３ 腰壁・たれ壁付柱の全区間の降伏変形の評価

　腰壁・たれ壁付柱の降伏変形は,降伏時の,開口

内法区間の変形と壁による変形の和に等しい。

　図－12(b)にその降伏変形の計算値 cδ yと実験

値 eδyを比較して示す。計算値は3種類を示して

いる。計算1は開口内法区間の変形を前節の診断式

による変形とし,計算2は前節の文献4)による変形

図－10　Ｑc－δ0関係 図－11　降伏荷重の計
算値に対する実験値の比

図－12　降伏変形の計算値に対する実験値の比

(b)柱全体(a)開口内法区間
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　壁によるせん断耐力

の低下を無視し, せん

断耐力を単にmeQsuo

としたデータは小さい

黒点で示している。そ

れらは靭性率が 1.00～
図－14　限界変形の定義

図－13　靱性率-せん断余裕度関係

力によるせん断余裕度を用いたもの

を示す。○△□などは計算耐力にγsu

を乗じたものである。表－４に示し

たように,対象にした試験体では,診

断基準による開口内法柱のせん断耐

力の計算値 c1Qsuoは実験により推定
されるせん断耐力meQsuoをかなり過
小評価する。この結果，計算されるせ

(b)せん断余裕度に計算値を用い
　 た場合

(a)せん断余裕度に実験値を用い
　 た場合

ん断耐力に壁による低下率を乗じた○△□などに対

して,(3)式は靭性率をかなり安全側で評価している。

７．まとめ

(1)腰壁・たれ壁付柱の降伏変形や限界変形を評価す
る場合には柱の全変形を,壁による変形と,開口

内法区間での変形に分けて評価する必要がある。

(2)曲げ降伏時の柱全体の変形は開口内法区間の変形
に壁による変形を加算した場合,耐震診断基準の

評価式では+6～+43%の誤差で,文献4)の方法
では-4～+35%の誤差で推定された。しかし,壁
による変形を無視した場合の耐震診断基準の評価

式では+179～+309%の誤差で推定された。
(3)腰壁・たれ壁付柱の靭性率および限界変形は,壁
によるせん断耐力の低下を考慮したせん断余裕

度を用いて開口内法区間の靭性率・限界変形を

評価して,これに壁による変形成分を加算して

評価する方が,実験の変形状態を説明できる。
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3.18で変化しているにもかかわらず,横軸の値があ

まり変化していない。単に開口内法柱のせん断耐力

を用いるせん断余裕度と靭性率には相関性は全く

ない。壁によるせん断耐力の低下を考慮してせん断

耐力をγsu･meQsuoとしたデータは○△□などで示

している。それによるせん断余裕度は変化して靭性

率と強い相関性がある。このことから腰壁・たれ壁付

柱の靭性率は,壁によるせん断耐力の低下を考慮した

せん断余裕度を指標とすべきことが確認される。ま

たγsu・meQsuoは真のせん断耐力eQsuに近いと考

えられる。以後,γsu・meＱsuoを eQsuとする。

６．２ 耐震診断基準の靭性率の評価式との比較

 　図－13(a)に耐震診断基準の靭性率の評価式によ

る関係を実線の折れ線で示す。cQsu/cQmuを横軸の

値として示している。その評価式を (3)式に示す。

　　　 ( )01101 .Q/Q mucsuc −+=µ    　　　　　

           　　　　　かつ 51 ≦≦µ  　　　　　　　(3)

    ここに cQsu：せん断耐力の計算値

　　　　 cQmu：曲げ終局時のせん断力の計算値

　同式は靭性率を安全側で評価する式とされてい

るが,○△□などに対してよく対応している。ただ

し同式のせん断余裕度 cQsu/cQmuは計算耐力によ
るものを用いることになっており,○△□などのせ

ん断余裕度eQsu/eQyと異なる。図－13(b)に計算耐
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